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我が国においてこれまでに実施された交通安全対策の中には、効果が見られた事例が多数ある一方で、

期待された効果が出ていない事例や対策により削減しようとした事故類型以外の事故が発生した事例もあ

った。そこで、本研究では、現場の状況に適した対策工種の選定を支援するため、対策工種別の効果等に

ついて分析を行った。また、右折時事故対策として実施された右折車線の新設を例に、対策実施箇所での

現地調査等を行い効果的設置方法等を整理した。右折車線の新設に関する分析結果からは、路面表示や信

号機関係の対策を併せて実施することで、より高い効果が期待できることや、右折車線の設置位置や追突

事故への影響に配慮することが重要であることが分かった。 
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1. はじめに 
 
国内の交通事故による死者数、死傷者数は近年減少を

続け、2012年には死者数が4,411人となった。しかし、依

然として多くの国民が交通事故の犠牲となっており、交

通事故の削減に向けた取組みを推進する必要がある。 
日本では、幹線道路における交通安全対策事業の１つ

として、平成 15 年から事故危険箇所対策事業を行って

いる。この事業は、幹線道路における交通事故が特定の

箇所に集中して発生しているという特徴に着目し、その

ような箇所において集中的に対策を行うことにより、効

果的・効率的に交通事故を削減しようとするものである。 
国土技術政策総合研究所では、事故危険箇所等におい

て各道路管理者が実施した事故要因分析・対策立案等の

事例を蓄積できるようにするため、事故対策データベー

スを構築し、管理している1）。事故対策データベースに

蓄積された事例の中には、効果が見られた事例が多数あ

る一方で、期待された効果が出ていない事例や副作用

（本稿では「対策により削減しようとした事故類型以外

の事故が発生すること」をいう）が生じたとみられる事

例もあった。 
そこで、本研究では、現場の状況に適した対策工種の

選定を支援するため、事故対策データベースに蓄積され

た対策実績を活用することにより、対策工種別の効果を

分析した。また、右折時事故対策として実施された右折

車線の新設を例に、対策実施箇所での現地調査等を行い、

効果的設置方法や、副作用とその抑制策等を整理した。 
 
 

2. 対策工種別効果及び副作用の分析 
 
(1) 分析方法 

対策工種別の効果及び副作用の分析は、事故対策デー

タベースに蓄積されている事故危険箇所毎に実施された

対策工種のデータと当該箇所での平成8年から平成22年
までの交通事故データを用いて実施した。 
分析にあたっては、平成15年度または20年度に事故危

険箇所として指定された7,352箇所で実施された対策工
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種のうち、以下の3つの条件を満たす表-1の35種類の対

策工種を対象とした。 
①主として道路管理者が実施した対策工種 
②対策前後の事故データが2年以上ある箇所で実

施された対策工種 
③削減対象とした事故類型別の対策実施箇所数

が10箇所以上ある対策工種 
また、35種類の対策工種を削減対象とした事故類型別

に114パターンに分類し、それぞれの効果と副作用に着

目して分析した。効果については、対策前後の変化だけ

でなく、沿道状況等の違いによる効果の発現状況への影

響や、複合対策実施時の効果にも着目し、効果を発現し

やすい対策実施方法を把握することとした。 
効果を算出するための指標は、対策実施箇所における

対策前後の年平均死傷事故件数の変化率（＝対策後の年

平均死傷事故件数／対策前の年平均死傷事故件数）を用

いた。算出対象期間は、対策実施年を除く対策前後2年
以上4年以下の期間とした。変化率は、対策実施箇所毎

及び削減対象とした事故類型別の対策工種毎に算出した。

なお、同一箇所で複数の対策工種を実施した場合は、そ

れぞれの対策実施年の間隔が3年以上の場合は、各対策

工種の効果と、複数の対策工種による複合的な効果を算

出した。各対策実施年の間隔が2年以下の場合は、複合

的な効果のみを算出した。 
 
(2) 分析結果 

a) 削減対象とした事故類型別の主な対策工種の効果 

削減対象とした事故類型別の対策実施数が多い対策工

種を対象として、対策前後の変化率を整理した。その結

果を表-2に示す。横断歩道横断中、その他横断中、正面

衝突及び工作物衝突の4事故類型に対する対策工種は、

削減対象とした事故類型の事故の変化率が0.6以下とな

り、対策後に事故が減少したものが多いことが分かった。 
一方、その他の4事故類型に対する対策工種は、削減

対象とした事故類型の事故の変化率が0.6より大きく、

対策効果が比較的小さいものが多いことが分かった。こ

れらの事故類型に対して多く実施されている対策工種は、

路面表示や案内標識・看板など、ドライバーに対して注

意喚起を行うものが多いが、一方、道路構造を改良する

対策工種でも、変化率が0.6以上であり、対策効果が比

較的小さいものがあった。そこで、次項では、道路構造

を改良する対策工種の1つである右折車線の新設に着目

して分析を行った。 
b) 右折車線の新設の効果 

右折時事故を削減しようとして右折車線を新設した76
箇所における対策前後の右折時事故の変化率を箇所毎に 

 
表-1 削減対象事故類型別の対策箇所数 

No 箇所数 No 箇所数 No 箇所数 No 箇所数 No 箇所数 No 箇所数 No 箇所数 No 箇所数

1 路面表示（走行位置明確化） 1 37 16 54 26 388 57 133 76 38 91 413 1,063
2 案内標識・看板 2 34 17 18 27 685 58 136 77 67 92 95 1,035
3 路面表示（その他） 3 23 18 27 28 386 59 62 78 19 93 66 583
4 道路照明 4 82 13 24 29 147 60 72 79 18 94 77 420
5 舗装改良（注意喚起用） 5 25 30 180 61 130 80 16 95 57 408
6 路面表示（減速） 19 32 31 266 62 36 96 34 368
7 視線誘導標 20 83 32 120 63 23 81 18 97 35 113 52 331
8 舗装改良（安定走行用） 21 23 33 288 64 19 330
9 横断歩道・自転車横断帯 6 90 14 34 34 18 65 40 82 35 98 51 268
10 右折車線（新設） 35 158 66 29 99 80 267
11 看板撤去・植栽整理等 7 28 36 91 67 33 83 19 100 21 192
12 警戒標識 22 25 37 96 68 34 101 15 170
13 交差点改良（隅切り半径・交差角の改良） 8 20 38 45 69 21 84 35 102 35 156
14 防護柵 9 20 15 26 39 29 70 22 85 27 103 21 145
15 交差点改良（コンパクト化） 10 15 40 27 71 12 86 13 104 36 103
16 歩道（拡幅等） 11 23 41 15 72 18 87 25 105 18 99
17 交差点改良（その他） 42 45 73 32 106 17 94
18 右折車線（延長・増設） 43 67 107 26 93
19 舗装改良（その他） 44 59 108 24 83
20 中央帯（ﾎﾟｽﾄｺｰﾝ・道路鋲・ﾁｬｯﾀ-ﾊﾞｰ） 23 30 45 25 109 15 70
21 車線幅員（その他） 46 23 88 17 110 18 58
22 路肩（縮小） 89 43 111 15 58
23 中央帯先端表示（障害物表示灯等） 47 22 114 28 50
24 車道中央部のゼブラ表示 48 27 112 18 45
25 歩道（新設） 12 25 49 15 40
26 車線（拡幅・増設） 50 38 38
27 左折車線 51 21 90 13 34
28 代替道路整備 24 10 52 21 31
29 路面表示（振動による走行位置明確化） 25 20 20
30 道路反射鏡 74 19 19
31 線形・勾配改良 53 16 16
32 沿道対策（沿道施設の出入口集約・ｾｯﾄﾊﾞｯｸ等） 54 11 11
33 駐停車施設 55 11 11
34 歩道（バリアフリー化） 75 11 11
35 立体交差化 56 10 10

12 422 3 84 10 322 31 3,350 19 882 15 403 22 1,187 2 80 6,730

箇所
数
計

計

工作物
衝突

右折時左折時出会い頭追突正面衝突
その他
横断中

横断歩道
横断中
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表-2 事故類型別の主な対策工種の効果 

箇所数 変化率 箇所数 変化率

横断歩道・自転車横断帯 90 - 66 ◎
道路照明 82 ○ 63 ◎
路面表示（走行位置明確化） 37 - 25 ○
案内標識・看板 34 - 25 ◎
看板撤去・植栽整理等 28 - 24 -

横断歩道・自転車横断帯 34 ○ 14 ◎
防護柵 26 - 10 ◎
道路照明 24 - 11 ◎

視線誘導標 83 ○ 68 ◎
路面表示（走行位置明確化） 54 ○ 35 ◎
路面表示（減速） 32 ○ 26 ◎
中央帯（ﾎﾟｽﾄｺｰﾝ・道路鋲・ﾁｬｯﾀ-ﾊﾞｰ） 30 ○ 24 ◎
路面表示（その他） 27 ○ 20 ◎

案内標識・看板 685 ○ 673 -
路面表示（走行位置明確化） 388 ○ 376 -
路面表示（その他） 386 - 378 ○
舗装改良（安定走行用） 288 ○ 284 ○
路面表示（減速） 266 ○ 258 ○

案内標識・看板 136 - 115 ○
路面表示（走行位置明確化） 133 ○ 122 ○
舗装改良（注意喚起用） 130 ○ 121 ◎
道路照明 72 ○ 63 ○
路面表示（その他） 62 ○ 53 ○

案内標識・看板 67 ○ 61 ○
路肩（縮小） 43 ○ 36 ○
路面表示（走行位置明確化） 38 - 31 -
交差点改良（隅切り半径・交差角の改良） 35 - 32 ○
横断歩道・自転車横断帯 35 ○ 31 ○

路面表示（走行位置明確化） 413 ○ 400 ○
案内標識・看板 95 ○ 93 ◎
右折車線（新設） 80 - 76 ○
道路照明 77 - 73 ○
路面表示（その他） 66 ○ 61 ◎

視線誘導標 52 ○ 33 ◎
中央帯先端表示（障害物表示灯等） 28 - 10 ◎

【効果の凡例】

◎　変化率0.6未満（対策後に事故が4割より大きく減少）

○　変化率0.6～0.8（対策後に事故が2～4割減少）

 -　 変化率0.8以上（対策後に事故が増加または2割以下の減少）

※ 削減対象事故類型への効果は、対策前の事故件数が0件であった箇所を
　　除いて算出している。

工作物衝突

その他横断中

正面衝突

追突

出会い頭

左折時

右折時

横断歩道横断中

削減対象事故
類型への効果

全事故への
効果

 
 
集計した。その結果を図-1に示す。76箇所中48箇所

（63%）において変化率が1.0未満となり、対策実施後に 
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図-１右折車線設置箇所の右折時事故の変化率別 
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(b)複合対策別変化率 

図-2 右折車線設置箇所の右折時事故の変化率 
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図-3 右折車線設置箇所の事故類型別変化率 

 

右折時事故が減少していた。また、その内の19箇所では、

変化率が0.1未満となり、右折時事故が対策後にほぼ発

生しなくなっていた。一方、76箇所中21箇所（28%）で

は、対策後に右折時事故が増加した。 
次に、対策実施箇所によって対策効果の発現状況に差

がみられた要因を把握するため、沿道状況別に対策効果

を分析した。その結果を図-2に示す。沿道状況別の変化

率をみると、DID以外の市街地では、右折時事故の変化

率の中央値が比較的高かった。複合対策別の変化率をみ

ると、区画線・路面表示や信号機関連の対策を併せて実

施した場合に変化率の中央値が低く、複合対策を実施し

ない場合と比較して対策効果が発現しやすいことが分か

った。 

さらに、右折車線設置前後の事故類型別の変化率に着

目して分析した。その結果を図-3に示す。事故類型の変

化率は、どの事故類型においても中央値が1.0を下回っ

たものの、追突事故の中央値が比較的高く、追突事故の

改善につながっていないケースがあることが分かった。 
 
(3) 分析結果に対する考察 

右折車線を設置しても右折時事故が削減されない箇所

の特徴や、副作用として追突事故が発生した箇所の特徴

を把握するため、事故対策データベースに蓄積された対

策事例の調査と、対策実施箇所における現地調査を行い、

対策実施状況や交通状況について考察した。 
右折車線を設置しても右折時事故が減少していない箇
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所の例としては、図-4のように、右折車線と対向直進車

線との間に中央帯等によるスペースがあり、対向右折車

がいると、右折待機位置から直進車線の車両を確認しづ

らい箇所があった。対向直進車線の車両を確認しやすく

する方策としては、右折車線の位置を可能な限り対向直

進車線側に移設するとともに、それによって幅員に余裕

が出る場合は、進行方向側の直進車線と右折車線の間に

ゼブラ表示を設ける等の改良を行うことが有効と考えら

れる（表-3の写真参照）。 
右折車線設置後、副作用として追突事故が発生した箇

所の中には、右折滞留車両に対して右折車線長を十分に

確保できていない箇所があった。 
一般に、右折車線が新設されると、右折と直進の交通

が分離されるため、直進車は対策前より速い速度で交差

点に進入できるようになる。その結果、交差点内や交差

点流出側で前方車との衝突回避が間に合わず、図-5の
（a）、（b）に例示した追突事故が発生すると考えられ

る。また、右折車線長が十分に確保できない箇所では、

図-5（c）のように直進車線にはみ出る右折滞留末尾の

車両との追突事故が発生する可能性もあると考えられる。

対策実施に伴う副作用の発生については、今後、知見を

蓄積し、より詳細に原因を把握する必要がある。 
 
 (4) 分析結果の整理 

対策工種別の効果及び副作用の分析結果を踏まえ、対

策工種のねらい、対策効果、効果的設置方法、対策実施

例、副作用及び副作用の抑制方法を整理した。その結果

を表-3に示す。 
 
 
4. まとめ 
 
本研究では、現場の状況に適した対策工種の選定を支

援するため、事故対策データベースに蓄積された対策実

績を活用して、対策工種別に効果の分析を行った。その

結果、事故類型毎、対策工種毎で対策前後の事故の変化

率に違いがあること、路面表示や案内標識・看板などの

注意喚起を行う対策工種のほか、道路構造の改良を行う

対策工種でも、事故削減効果が比較的小さい対策工種が

あることが分かった。 
さらに、事故削減効果が比較的小さい対策工種の１つ

である右折時事故対策として実施した右折車線の新設に

着目して、複合対策別等の変化率の分析や現地調査を行

い、道路交通状況等を確認した。その結果、路面表示や

信号機関係の対策を併せて実施することで、より高い効

果が期待できることや、右折車線の設置位置や追突事故

への影響に配慮することが重要であることが分かった。 

右折車線と対向直進車線との
間に中央帯等がある箇所では、
対向右折車がいると、対向直進
車の有無を確認しづらい  

図-4 右折待機位置から対向直進車を確認しづらい例 

 

（c）（a）

（b）

直進車の速度上昇に伴う追突パターン例
（a）交差点流入部での信号切り替わりに

伴う急停止車両への追突
（b）交差点内または流出部での渋滞車両

への衝突
（c）右折車線から直進車線にはみ出した

滞留末尾の車両への衝突  
図-5 右折車線設置後の追突事故発生パターン例 

 

表-3 右折時事故対策としての右折車線の新設 

対策工種

のねらい 

・無理な右折を誘発する要素（後続直進車の進行を妨

げている状況の回避など）を排除する。 

・右折車の待機位置から対向直進車を認識しやすく

する。 
対策効果 ・右折時事故の変化率：0.6～0.8  (76箇所の平均値) 

効果的 
設置方法 

・中央帯幅員等に余裕がある箇所では、直進車線と右

折車線の間にゼブラ表示等を行い、対向直進車を認

識しやすい位置に右折車線を設置することが望まし

い（対策実施例の写真参照）。 
・交通量が比較的多い交差点では、無理な右折を抑

制するため、右折需要に応じた信号現示の確保を併

せて実施することが望ましい。 

対策 
実施例 

副作用 
及び 
副作用の

抑制策 

・右折車線の新設に伴い、右折と直進の交通が分離さ

れることで直進車の速度が速くなり、交差点内や交差

点流出側で前方車に追突する事故が発生する可能

性がある。このような事象が懸念される場合、舗装改

良等により直進車の速度を抑制する対策を併せて実

施することが望ましい。 

・用地取得が困難等の理由により右折車線長を十分

に確保できない箇所では、右折滞留末尾の車両が

直進車線にはみ出ることに伴い、追突事故が発生す

る可能性がある。このような事象が懸念される箇所で

は、道路拡幅により右折需要に応じた右折車線長を

確保する、あるいは、路面表示等により注意喚起を行

う等の対策を併せて実施することが望ましい。 
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